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沖縄県地域医療介護総合確保基金事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 知事は、地域において効率的かつ質の高い医療提供体制を構築するとともに地域包括ケアシス

テム（地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法律第64号）第２条

第１項に規定する地域包括ケアシステムをいう。）を構築することを通じ、地域における医療及び介

護の総合的な確保を推進するため、別表の５事業者に規定する者が県の策定した都道府県計画に基づく

同表の１補助対象事業に規定する事業を行う場合において、当該事業に要する経費に対し、予算の範

囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、沖縄県補助金等の交付に関する規則（昭和

47年沖縄県規則第102号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。ただし、医師派遣

推進事業及び認定看護師・特定行為研修支援事業に要する経費に対する補助金の交付については、別

に定めるところによる。

（補助対象事業）

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）、経費及び補助金の交付限度額は、

別表のとおりとする。

（補助額の算出方法）

第３条 この補助金の交付額は、次により算出された額の合計額とする。ただし、別表の第１欄に定め

る事業区分ごとに算出された額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

（１）別表の第２欄に定める基準額と第３欄に定める補助対象経費の実支出額とを比較して少ない方

の額を選定する。

（２）（１）により選定された額と総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額とを比較して少

ない方の額に別表の第４欄に定める補助率を乗じて得た額を交付算定基礎額とする。

（補助金の交付申請）

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、知事が別に定める日までに、地域医療介護総合確保基金事

業補助金交付申請書（様式１）（以下「交付申請書」という。）を知事に提出しなければならない。た

だし、知事が特に必要と認めるときは、その提出期限を変更することができる。

（交付の条件）

第５条 この補助金の交付の決定は、次に掲げる条件を付すものとする。

（１）事業を実施するために必要な調達を行う場合には、原則として一般競争入札によるものとする。

（２）補助事業の内容又は経費配分の変更をしようとする場合は、すみやかに知事の承認を受けなけ

ればならない。ただし、経費配分の20パーセント以内の変更については、この限りでない。

（３）補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、すみやかに知事の承認を受けなければなら

ない。

（４）補助事業が予定の期間に完了する見込みのない場合若しくは完了しない場合又は補助事業の遂

行が困難となった場合は、速やかに知事に報告し、その指示を受けなければならない。

（５）補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業に係る関係書類の保存

については、次のとおりとする。

ア 補助事業者が地方公共団体の場合

補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成するとともに、補助事業に係

る歳入及び歳出についての証拠書類を事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合

には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。



イ 補助事業者が地方公共団体以外の場合

補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての

証拠書類を事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた

日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。

（６）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で価格が単価50万円以上（事業者が地方公共

団体以外の者の場合は30万円以上）の機械及び器具については、厚生労働省告示「補助金等により

取得し又は効用の増加した財産の処分制限期間」に定める期間を経過するまで、知事の承認を受け

ないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊

し又は廃棄してはならない。

（７）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一

部を県に納付させることがある。

（８）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業完了後においても、善

良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。

（９）補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、契約の

相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせてはならない。

（10）補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び地方消費税

に係る仕入控除税額が確定した場合は、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式

２）により速やかに知事に報告しなければならない。

なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であって、

自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の

申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行わなければならない。

（11）前号の報告があった場合には、知事は当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除額の全部又は

一部を県に納付させることがある。

（変更の承認）

第６条 前条第２号から第４号の規定に基づく知事の承認を受けようとする場合は、補助金変更承認申

請書（様式３）に別に定める書類を添えて、又は事業変更（中止、廃止）承認申請書（様式４）に中

止、廃止の理由を記載した書類を添付して知事に提出するものとし、この提出は毎年度２月末日を最

終期限とする。

（申請の取下げ）

第７条 補助事業者は、補助金の交付申請を取り下げようとするときは、当該補助金の交付決定の通知

を受けた日から起算して10日以内に、その旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。

（補助事業の事前着手）

第８条 補助事業は、補助金の交付決定前に着手することはできない。ただし、知事が特別な理由があ

ると認めるときは、この限りでない。

（１）前記ただし書きに該当する場合は、交付決定前着手届（様式５）を知事に提出し、その承認を

受けなければならない。

（状況報告）

第９条 補助事業者は、知事の要求があったときは、補助事業の遂行状況について、事業遂行状況報告

書（様式６）により知事に報告するものとする。

（実績報告）

第10条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、

その日から起算して30日又は補助事業を行う会計年度の翌年度の４月10日のいずれか早い日までに、

事業実績報告書（様式７）を知事に提出しなければならない。

（補助金の概算払又は前金払）

第11条 補助事業者は、補助金の概算払又は前金払の申請をしようとするときは、補助金概算払（前金

払）申請書（様式８）を知事に提出しなければならない。

（書類等の提出）

第12条 補助事業者は、この要綱の規定により知事に提出する書類は、事業所管課へ提出するものとす

る。



附 則

（施行期日）

この要綱は、平成26年12月26日から施行する。ただし、医療介護総合確保促進法に基づく都道府県計

画において、事業の期間を平成26年４月１日から開始する既存事業については、平成26年４月１日から

適用する。

附 則

（施行期日）

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

この要綱は、平成27年10月16日から施行する。

附 則

（施行期日）

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。

（施行期日）

この要綱は、平成28年８月10日から施行する。ただし、がん医療提供体制充実強化事業については、予算

成立の日から適用する。

（施行期日）

この要綱は、平成29年３月31日から施行する。

（施行期日）

この要綱は、平成29年７月13日から施行する。

（施行期日）

この要綱は、平成30年１月19日から施行する。ただし、周産期医療機能・分化連携推進事業については、

平成29年４月１日から適用する。

（施行期日）

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

（施行期日）

この要綱は、平成30年10月１日から施行する。ただし、院内保育所運営費補助事業、歯科医療従事者技術

向上事業については、平成30年４月１日から適用する。

（施行期日）

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

（施行期日）

この要綱は、令和元年８月１日から施行する。ただし、平成30年度以前に完了した認定看護師・特定行為

研修支援事業については、なお、従前の例による。

（施行期日）

この要綱は、令和元年11月18日から施行する。ただし、へき地等訪問看護提供体制強化・育成事業につい

ては、平成31年４月１日から適用する。

（施行期日）

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

（施行期日）

この要綱は、令和２年10月23日から施行する。

（施行期日）

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。ただし、様式における押印の廃止については、令和３年２

月 19日から適用する。



別表

１補助対象事業 ２基準額 ３対象経費 ４補助率 ５事業者

院内助産所・助産師 １カ所あたり 民間病院等の院内助産 ３分の２ 産科又は産婦人

外来整備事業 3,811千円 所・助産師外来の設備整 科の診療科を有

(ただし1品目の価格 備として必要な医療機器 する病院・診療

が10千円を超えるも 等の備品購入費 所等

の)

医師確保対策補助事

業

１．産科医等育成・ (1) 産科医等確保支 (1) 分娩を取り扱う産 ３分の１ 次の2つの要件

確保支援事業 援事業 科・産婦人科医及び を満たす医療機

1分娩当たり 助産師に対して、処 関

10,000円 遇改善を目的として (1)沖縄県内の

分娩取扱件数に応じ 分娩を取り扱う

て支給される手当 病院･診療所･助

（分娩手当等） 産所

(2)一分娩あた

り、一般的に入

院から退院まで

の分娩費用とし

て徴収する額が

55万円未満の分

娩施設

(2) 産科医等育成支 (2) 臨床研修終了後、指 次の2つの要件

援事業 導医の下、研修カリ を満たす医療機

研修医1人1月当 キュラムに基づき産 関

たり 科・産婦人科の研修 (1)医師法第16

を受けている者に対 条の第2第1項に

50,000円 して、処遇改善を目 規定する臨床研

的として支給される 修終了後、産婦

手当(研修医手当) 人科専門医の取

得 を 目 的 と し

て、指導医の下、

研修カリキュラ

ムに基づき研修

を受けている者

(以下「産科専攻

医」という。)を

受け入れている

医療機関(社団

法人日本産婦人

科学会が指定す

る卒後研修指導

施設等)

(2)就業規則、ま

たは雇用契約等

において、産科



専攻医の処遇改

善を目的とした

手当(研修医手

当等)の支給に

ついて明記して

いる医療機関

２．新生児医療担当 新生児1人あたり NICUにおいて新生児を担 NICUにおいて新

医確保支援事業 10,000円 当する医師の処遇改善を 生児医療に従事

(NICU入院初日のみ) 目的として支給されるNI す る 医 師 に 対

CUに入院する新生児に応 し、NICUに入院

じて支給される手当(新 する新生児に応

生児担当医手当) じて支給される

手当(新生児医

療 担 当 医 手 当

等)を支給し、か

つ、就業規則等

に明記している

医療機関

勤務医等環境整備事 (1)就労環境改善経費 (1) 就労環境改善に取り ２分の１ 県内に所在する

業 1か所あたり 組むために必要な代替職 病院の開設者

11,140千円 員経費(注)（謝金、人件費、

手当）、賃金、報償費（謝

金）、旅費、役務費（手数

料）、委託料（上記

経費に該当するもの。）

（注）

代替職員経費は、育児や介

護を行う医師の短時間勤

務や宿日直免除等の利用

に伴う代替医師の人件費

等とし、代替として勤務し

た部分に限る。

なお、育児の対象となる

児の年齢は、小学校就学児

までとする。

宿日直免除に伴う代替

医師経費の対象となる１

ヶ月あたりの宿日直回数

は、宿日直を免除される医

師が、宿日直の免除を開始

する前の直近１年間の１

ヶ月あたりの平均宿日直

回数を上限とする。

ただし、平均宿日直回数

を示すことができない場

合は当該医師が勤務する

病院の同一診療科の全医

師の直近 1 年間の 1 ヶ月



あたりの宿日直回数を全

医師数で除して得た値を

上限とする。

医療事務補助員経費は、

医療事務補助員の業務が

育児や介護を行う医師の

事務補助に限るものであ

る旨を証明できる書類が

提出できない場合につい

ては、当該医師が勤務する

病院の同一診療科の医師

の総数と当該医師数の比

を医療事務補助員の雇い

入れに要する費用に乗じ

た額を上限とする。

(2)復職研修経費 (2) 病院が行う復職研修

1か所あたり に必要な指導医経費（謝

11,140千円 金、人件費、手当）、賃金、

報償費（謝金）、旅費、需

用費（消耗品費、印刷製本

費）、役務費（通信運搬費、

雑役務費）、使用料及び賃

借料、備品購入費、図書購

入費、委託料（上記経費に

該当するもの。）

新人看護職員研修事 次の(1)から(3)によ 新人看護職員研修事業の ２分の１ 看護師等の人材

業 り算出された額の合 実施に必要な次に掲げる 確保の促進に関

計額とする。 経費 する法律第２条

(1) 研修経費 研修責任者経費(謝金、人 第２項に規定す

ア 新人看護職員 件費)、報償費、旅費、需 る病院等

等が１名のとき 要費（印刷製本費、消耗

440千円 品費、会議費、図書購入

（ただし、新人保健師 費）、役務費(通信運搬費、

研修・助産師研修のい雑役務費）、使用料及び賃

ずれかを含む場合586 借料、備品購入費、負担

千円） 金、賃金（外部の研修参

イ 新人看護職員 加に伴う代替職員経費）

等が２名以上の

とき

630千円

（ただし、新人保健師

研修・助産師研修のい

ずれかを含む場合776

千円、新人保健師研

修・新人助産師研修の

両方を含む場合922千

円とする。）



(2) 教育担当者経費 新人看護職員研修事業の

新人看護職員等 実施に必要な教育担当者

５名以上の場合 経費（謝金、人件費、手

に 当）

５名ごとに

215千円

（注）

新人看護職員数等の

人数は、当該年度の４

月末日現在に在職し

ている新人看護職員、

新人保健師及び新人

助産師であって、それ

ぞれの研修に参加す

る人数とし、上限を70

名とする。なお、新人

看護職員研修、新人保

健師研修又は新人助

産師研修の複数の研

修を実施する施設に

おいて複数の研修に

参加する者は１名と

して計上する。

(3) 医療機関受入研 医療機関受入研修事業の

修事業 実施に必要な教育担当者

ア １名～４名 経費（謝金、人件費、手

を受け入れる場 当）

合１施設当たり 、需要費(消耗品費、印刷

113千円 製本費、会議費、図書購

イ ５名～９名 入費)、役務費（通信運搬

を受け入れる場 費、雑役務費）、使用料及

合１施設当たり び賃借料、備品購入費

226千円

ウ 10名～14名

を受け入れる場

合１施設当たり

566千円

エ 15名～19名

を受け入れる場

合１施設当たり

849千円

オ 20名以上受

け入れる場合

１施設当たり

1,132千円

カ 受け入れる

新人看護職員

数が20名を超

える場合１名



増すごとに

45千円

（注）

１ 医療機関受入研

修事業は複数月で実

施すること。

２ 医療機関受入研

修事業における受入

人数については、１人

当たり年間40時間で

１人とし、上限は30人

とする。なお、１人40

時間に満たない場合

は、複数人で40時間と

なれば1人とする。

看護師等養成所運営 次に掲げる課程ごと 看護師等養成所の運営費 定額 県内看護師等養

補助事業 の基準額Ａ及び基準 に必要な次に掲げる経費 成所

額Ｂの合計額 １ 教員経費

(1)専任教員給与費

１ 看護師（３年課 (2)専任教員人当庁費、

程）養成所（全日制） 需用費(消耗品費、印

(1)基準額Ａ 刷製本費)、備品購入

次のｱ､ｲ､ｳ､ｴの合計額 費、役務費（通信運

に調整率(※)を乗じ 搬費）、福利厚生費

て得た額 (3)部外講師謝金

ｱ 養成所1カ所当た (4)委託料（上記教員経

り 費のうち(1)～(3)に

16,178,000円 該当するものとす

ｲ 総定員が120名を る）

越える養成所にお ２ 事務職員経費

いて専任教員分と (1)専任事務職員給与

して定員30人増す 費

ごとに (2)委託料（上記専任事

1,842,000円 務職員給与費とす

ｳ 事務職員分として る）

1カ所あたり ３ 生徒経費

536,000円 (1)事業用教材費

ｴ 生徒数に1人あた (2)臨床実習経費（消耗

り15,500円を乗じ 器財に要する経費）

て得た額 (3)委託料（上記生徒経

費のうち(1)～(2)に

(2)基準額Ｂ 該当するもの）

次のｱ及びｲの合計額 ４ 実習施設謝金

ｱ 新任看護教員研修 (1)報償費(実習施設謝

事業実施施設につ 金)

いて受講者１人当 (2)委託料(上記報償費

たり とする)

340,000円 ５ 新任看護教員研修事

ｲ 看護教員養成講習 業実施経費



会参加促進事業実 部外講師謝金、部外

施施設について受 講師旅費、需用費（消

講者1人当たり 耗品費、印刷製本費、

147,000円 会議費）、役務費（通

信運搬費、雑役務

※ 調整率 費）、備品購入費

定員181人以上の養 ６ 看護教員養成講習会

成所については調整 参加促進事業実施経費

率 0.92 部外講師謝金、部外講

定員161人以上180 師旅費、代替教員雇上

人以下の養成所につ 経費

いては調整率0.94

定員121人以上160

人以下の養成所につ

いては調整率1.00

定員81人以上120人

以下の養成所につい

ては調整率1.02

定員80人以下の養

成所については調整

率1.04

（注）

１ 総定員は、生徒が

在籍しない学年も

含む全学年の総定

員とする。

２ 事務職員は、1学年

定員80人以上の養

成所において、庶

務、会計、教務、図

書管理等の事務に

２人以上専任とし

ての位置付けがな

されている場合に

限る。

３ 生徒数は、当該年

度の４月15日現在

における人員又は

生徒が実在する学

年の定員のいずれ

か少ない方とする。

小児救急医療支援 次の(1)から(5)によ 小児救急医療支援事業に ３分の２ 地 方 公 共 団 体

事業 り算出された額の合 必要な給与費(常勤職員 ※ 事 業 者 (地方自治法に

計額とする。 給与費、非常勤職員給与 が市町村、 定める広域連合

費、法定福利費等)、報償 又は県、市 を含む。)、地方

費(医師雇上謝金) 町 村 以 外 独立行政法人、

(常勤の体制) の者で、市 日本赤十字社、

(1) 休日Ａ、休日Ｂ 町 村 が 行 社会福祉法人恩

及び夜間 う 補 助 事 賜財団済生会、



1地区あたり 業 に 対 し 全国厚生農業協

26,310円×診療日 て 補 助 す 同組合連合会及

数 る 場 合 に び知事が適当と

は、第3条 認める者

(2) 休日Ｃ (1)により

1地区あたり 選 定 し た

13,150円×診療日 額と、市町

数 村 が 補 助

す る 額 を

(3) 夜間加算(労働 さ ら に 比

基準法第37条第1 較し、少な

項及び第4項に定 い 額 に 補

める割増賃金(時 助 率 で あ

間外（125/100以 る 3 分の 2

上）及び深夜（12 を 乗 じ 得

5/100以上、150/1 た額を、第

00以上又は160/1 3条 ( 2 )に

00以上)を手当て 定 め る 交

している場合に 付 算 定 基

限る。) 礎 額 と す

1地区あたり る。

19,782円×診療日

数 ３分の１

※ 事 業 者

(4) 小児救急電話相 が 県 の 場

談実施加算(都道 合は、第3

府県が委託等に 条(1)によ

より小児救急電 り 選 定 し

話相談(#8000)を た額に、補

実施している場 助 率 で あ

合に限る。) る 3 分の 1

1地区あたり を 乗 じ 得

14,838円×診療日 た額を、第

数 3条 ( 2 )に

定 め る 交

(オンコール体制) 付 算 定 基

(5) 医師が病院に待 礎 額 と す

機する態勢では る。

なく、専門的な処

置が必要な場合

に小児科医師が

速やかに駆け付

け対応する体制

(オンコール体制)

を執っている場

合

1地区あたり

13,570円×診療日

数



(注)

地区及び診療日数に

ついては、小児救急医

療体制整備事業実施

要綱に定めるところ

によるものとする。

看護師等養成所教育 １か所当たり 看護師養成所の教育環境 10分の８ 県内看護師等養

環境整備事業 2,500千円 整備に必要な備品購入等 成所

（ただし備品について に要する経費

は1品目の価格が50千

円を超えるもので県

が認めるもの）

薬剤師確保対策事業 県の策定した都道府 薬剤師確保のための就職 ２分の１ 一般社団法人沖

県計画に基づく総事 斡旋等に要する経費 縄県薬剤師会

業費の範囲内

院内保育所運営費補 次の(1)又は(2)により 病院内保育所の運営に必 ３分の２ 公立及び公的病

助事業 算出された額とする。 要な次に掲げる経費 院を除く県内の

病院、診療所

(1)平成27年度以降新

規に院内保育所を開設 １ 給与費（職員給与費、

する病院等 法定福利費等）

次のアにより算定した ２ 委託料（上記１に該当

基本額より、ウに定め する経費）

る保育料相当額を控除

した額にエの調整率を

乗じた額（補助期間５

年が上限）と、イによ

り算定した加算額の合

計額

ア 基本額

【Ａ型特例】 １人×1

80,800円×運営月数

【Ａ型】 ２人×

180,800円×運営月数

【Ｂ型】 ４人×

180,800円×運営月数

【Ｂ型特例】 ６人×

180,800円×運営月数

イ 加算額

【24時間保育を行って

いる施設】

23,410円×運営日数

【病児等保育を行って

いる施設】

187,560円×運営月数



【緊急一時保育を行っ

ている施設】

20,720円×運営日数

【児童保育を行ってい

る施設】

10,670円×運営日数

【休日保育を行ってい

る施設】

11,630円×運営日数

ウ 保育料収入相当額

は、24,000円×保育月

数に4月1日時点での保

育児童数を乗じた金額

とする。

ただし、保育児童数

の上限は次のとおり。

【Ａ型特例】１人

【Ａ型】４人

【Ｂ型】10人

【Ｂ型特例】18人

エ 調整率

開設後経過年数

１年目から３年目

･･･調整率１

４年目･･･調整率2/3

５年目･･･調整率1/3

年度途中で開設した場

合は、翌年度を１年目

と算定する。

(2)平成26年度以前に

院内保育所を開設して

いる病院等

上記イにより算定した

加算額の合計による。

県内就業准看護師の １人あたり300千円 在学中の面接授業や単位 ２分の１ 県内で就業して

進学支援事業 認定試験などで県外に行 いる准看護師

くための旅費

病床機能分化・連携 (1) 施設整備 既存の病床を地域包括ケ ３分の２ 県内の病院

基盤強化事業 ア 増改築 ア病棟、回復期リハビリ

１床あたり4,770千円 テーション病棟又は緩和

ケア病棟へ転換するため

イ 改修 に要する経費（工事費、



１床あたり3,333千円 工事請負費、医療機器購

入費）

(2) 設備整備

１施設あたり10,800千

円

精神科訪問看護の質 知事が必要と認めた 精神科訪問看護基本療養 ２分の１ 公益社団法人沖

向上のための研修事 額 費算定要件に係る研修事 縄県看護協会

業 業に要する経費

（講師等謝金及び旅費、賃

金、役務費(通信運搬費)、

需用費（印刷製本費、消耗

品費、会議費）、使用料)）

歯科医療従事者技術 知事が必要と認めた 歯科医療従事者の研修事 ２分の１ 一般社団法人沖

向上支援事業 額 業に要する経費 縄県歯科医師会

（講師等謝金、講師等旅費、

役務費（通信運搬費）、需

用費（印刷製本費、消耗品

費、会議費）、使用料）

指導医育成プロジェ 知事が必要と認めた ハワイ大学と連携して行 ２分の１ 国立大学法人琉

クト事業 額 う若手指導医の育成に必 球大学琉球大学

要な次に掲げる経費（報償 病院

費（謝金）、人件費、緒手

当、旅費、需用費（消耗品

費、印刷製本費、会議費）

役務費（通信運搬費）、使

用料及び賃借料、負担金、

補助及び交付金（学会参加

費に限る））

医療人育成事業 知事が必要と認めた 若手医師のシミュレーシ ２分の１ 一般社団法人沖

額 ョントレーニング実施に 縄県医師会

必要な次に掲げる経費（報

償費（謝金）、賃金、旅費、

需用費（消耗品費、印刷製

本費、会議費）、役務費（通

信運搬費）、使用料及び賃

借料）

地域医療関連講座設 知事が必要と認めた 講座の設置・運営に必要な ２分の１ 国立大学法人琉

置事業 額 次に掲げる経費 球大学琉球大学

謝金、人件費、諸手当、賃 病院

金、旅費、需用費（消耗品

費、印刷製本費、会議費）、

役務費（通信運搬費）、使

用料及び賃借料、図書購入

費、委託料（上記経費に該

当するもの。）

地域医療構想機能連 知事が必要と認めた 地域医療連携ネットワー 10分の８ 一般社団法人沖

携強化事業 額 クの整備等に必要な報酬、 縄県医師会



給料、職員手当等、共済費、

委託料、役務費（通信運搬

費、損害保険料）使用料及

び賃借料、備品購入費

精神障害者地域移行・1事業所あたり4,200円 精神保健及び精神障害者 定額 精神科病院

地域定着促進基金事 福祉に関する法律第三十

業 三条の五に示される地域

援助事業者及びその他の

医療保護入院者の退院後

の生活環境に関わる者（以

下「地域援助事業者」等と

いう。）が、精神保健及び

精神障害福祉に関する法

律施行規則第15条の６に

基づき開催する医療保護

入院退院支援委員会又は

その他医療保護入院者の

医療保護入院期間中に地

域生活に移行するために

病院管理者が開催する会

議へ出席した際に、当該地

域援助事業者等へ病院管

理者が支払った報償費

心身障害児(者)歯科 知事が必要と定めた 給料手当、福利厚生費、諸 下記以外 一般社団法人沖

診療拡充事業 額 謝金、賃金、報償費、旅費 10分の９ 縄県歯科医師会

交通費、会議費、消耗品費、

職員被服費、印刷製本費、

光熱水道費、燃料費、修繕 医療器材等

費、薬品費、診療材料費、 購入費

通信運搬費、保険料、委託 ２分の１

料、使用料、賃借料、諸会

費、医療器材等購入費

医療的ケア児等レス 知事が必要と認めた 医療的ケア児等の新たな ４分の３ 県内の病院、診療

パイトケア推進基金 額 受け入れ又は受け入れ拡 所及び指定障害

事業 大に伴い必要な医療機器 者支援施設等

等の購入に要する経費

周産期医療体制整備

支援事業

１．周産期医療機 次の(1)(2)について 先天性聴覚障害のリスク ２分の１ 総合周産期母子

能・分化連携推進 知事が必要と認めた の高い新生児の受入を行 医療センターの

事業 額 う総合及び地域周産期母 指定、地域周産期

(1)聴覚検査機器購入 子医療センターの機能強 母子医療センタ

支援 化に要する以下の経費 ーの認定を受け

た医療機関

(2)聴覚検査技師等配 報酬、法定福利費、備品購

置支援 入費



２．未熟児網膜症対 知事が必要と認めた 未熟児網膜症の診察・治 ２分の１ 地方独立行政法

応眼科育成事業 額 療に要する経費 人那覇市立病院

備品購入費

３．高度新生児医療基 知事が必要と認めた 沖縄県立中部病院ＮＩＣ ２分の１ 沖縄県病院事業

盤整備事業 額 Ｕ増床に必要な次に掲げ 局

る経費

委託料、工事請負費、備品

購入費

特定行為研修機関支 １施設あたり3,500千 看護師特定行為研修機関 ３分の２ 指定研修機関

援事業 円 における新たな研修区分

の開設や受講定員の増に

伴い必要となる備品の購

入及び老朽化した備品の

更新に要する経費

備品購入費

健康サポート薬局の 知事が必要と認めた 健康サポート薬局のモデ ３分の２ 一般社団法人沖

モデル薬局整備事業 額 ル薬局の構築及び薬剤師 縄県薬剤師会

に対する研修に要する経

費

需用費、備品購入費、使用

料、報償費、旅費、人件費

離島及びへき地訪問 (1)本島内事業所 訪問看護師等の質の高い ２分の１ 訪問看護事業所

看護提供体制強化・育１施設あたり150千円 専門的な訪問看護に関す 等（訪問看護サー

成事業 る研修受講等、訪問看護師 ビスの提供体制

(2)離島事業所 の育成支援・定着を図る が十分でない地

１施設あたり300千円 ために必要な経費 域等において、訪

報償費、旅費 問看護師の研修

計画等を作成す

る事業所に限

る。）

訪問薬剤管理指導推 知事が必要と認めた 訪問薬剤管理指導業務に ２分の１ 一般社団法人沖

進事業 額 関する研修に要する経費 縄県薬剤師会

需用費、使用料、報償費、

旅費、人件費

救急医療・高齢者施 知事が必要と認めた 県内救急医療及び介護資 ２分の１ 国立大学法人琉

設等連携強化事業 額 源の調査に要する経費 球大学琉球大学

報酬、給料、職員手当等、 病院

共済費、報償費、旅費、需

用費、役務費、使用料及び

賃借料、備品購入費



沖縄県外科系医師育 知事が必要と認めた額 外科医及び研修医の手術 ２分の１ 国立大学法人琉

成事業 技術の向上のための研修 球大学琉球大学

に要する経費 病院

需用費、備品購入費

助産師出向助成事業 (1)調整旅費 助産師の出向研修を実施 ２分の１ 沖縄県助産師出

（航空運賃、宿泊料） する際に、医療機関等が負 向支援導入事業

１回 55千円 担する研修助産師に係る 協議会において

以下の経費 協議され、助産師

(2)出向研修旅費 出向研修を実施

（航空運賃） (1)調整旅費 する産科医療機

１回 45千円 事前訪問、中間報告、結 関等

果報告の際に要する航空

(3)出向研修先滞在費 運賃及び宿泊料。（ただし、

１箇月 100千円 出向研修１回につき３回

までとする）

(2)出向研修旅費

出向研修先までの往復

航空運賃

(3)出向研修先滞在費

出向研修に伴い生活の

本拠地以外に滞在するこ

とで生じる経費（賃借料、

光熱水費、住居手当、宿泊

料（期間中ホテル等に滞在

する場合）等）

認定薬剤師育成支援 知事が必要と認めた額 認定・専門薬剤師の資格 2分の１ 一般社団法人沖

事業 取得に係る支援に要する 縄県薬剤師会

経費（旅費）


